
 

第１章 産業連関表とは 

 

 

 産業連関表の取引基本表は下図の形をしている。産業連関表は狭義にはこの一表のみを指し、投入係数

表、逆行列係数表などの諸表（３２部門計数表２～８）は、これを基に数学的に変形して作成したもので

ある。 

 ここでは、産業連関表の見方と諸表の算出の方法を概観する。 

 

１．産業連関表取引基本表（計数表１） 

  現代社会においては単独で経済活動を行うことは困難であり、個人間、産業間、都道府県・国家間等 

 で経済取引が活発に行われている。たとえば、生産過程では、部品・原材料の購入、エネルギーの使用、 

 労働者の雇用等が行われ、また、販売に当たっては運輸や商業を通じることが多い。 

  産業連関表は、このような財やサービスの取引関係を一つの表にまとめたものである。 

  なお、産業連関表は通常、多くの部門が設定されているが、以下では説明の単純化のために少ない部 

 門で説明する。 

 

産業連関表の構成 生産物の販路構成（産出）
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        表１ 産業連関表   （単位：億円） 
 

  
 

 農 業 
 

 工 業 
 

 最終需要
 

 生産額
 

 農 業 
 

  ２０    ４０    ４０  １００
 

 工 業 
 

  ３０    ５０  １２０  ２００
 

 賃 金 
 

  ４０    ５０ 

 利 潤 
 

  １０    ６０ 

 生産額  １００  ２００ 

 

  産業連関表は縦と横との２方向からみることができる。 

  縦方向は、各産業がそれぞれの財・サービスを生産するのに要した原材料（中間投入）、賃金・利潤 

 （付加価値）などをどこから入手したかを示している（どこからの関係＝投入）。表１で、農業の縦方 

 向の数字は、１００億円の生産をするために原材料として同じ農業部門から２０億円、工業部門から 

 ３０億円分購入するとともに、賃金が４０億円、利潤が１０億円であったことを示している。 

  横方向は、各産業がそれぞれの財・サービスをどこに販売したかを示している(どこへの関係＝産出)。 

  なお、表の性質上、縦（投入）の合計と横（産出）の合計は一致する。 

 

 

２．投入係数表（計数表２） 

 (1)投入係数表とは 

    投入係数とは「ある産業で一単位の生産物を生産するのに必要な諸部門からの投入量」をあらわ 

     したものである。投入係数表は、基本表のそれぞれの部門を縦方向にみて、各々の投入額をその列 

     合計（生産額）で割ることにより求められる（表２）。 

 

         表２ 投入係数表 
   
 

 

農 業 
 

工 業 
 

農 業 
 

0.20 
 

0.20 
 

工 業 
 

0.30 
 

0.25 
 

賃 金 
 

0.40 
 

0.25 
 

利 潤 
 

0.10 
 

0.30 
 

生産額 
 

1.00 
 

1.00 

 

 (2)産業連関表を投入係数であらわす 

      投入係数表は、係数そのものをみて投入構造の分析を行うという用途の他に、「産業連関表を投 

     入係数であらわす」ために用いられることが多い。投入係数を用いることで、行列を利用して数学 

     的な処理を行うことが容易になるからである。これについて以下で説明する。 

     まず、内生部門、賃金、利潤の投入係数をそれぞれａ、ｗ、Πとして記号化する。（表２’） 

     次に、生産額をＸ、最終需要をＦとし、表２’の投入係数を用いると、産業連関表は表３のよう 

   にあらわされる。 

 

 

 

 



 

 

   表２’投入係数表（記号化）   表３ 投入係数を用いてあらわした産業連関表（記号化） 

  
 

 農 業 
 

 工 業 
 

  
 

農 業 
 

工 業 
 

 最終需要 
 

生産額 
 

 農 業 
 

ａ11 
 

ａ12 
 

 農 業
 

 ａ11Ｘ1  
 

 ａ12Ｘ2  
 

  Ｆ1    
 

  Ｘ1   
 

 工 業 
 

ａ21 
 

ａ22  工 業 
 

 ａ21Ｘ1  
 

 ａ22Ｘ2  
 

  Ｆ2    
 

  Ｘ2   
 

 賃 金 
 

ｗ1 
 

ｗ2  賃 金
 

 ｗ1 Ｘ1 
 

 ｗ2 Ｘ2 
 

 

 利 潤 
 

Π1 Π2  利 潤 
 

 Π1 Ｘ1 
 

 Π2 Ｘ2 

 生産額 1.00 1.00 

 
 
 
 
 
 ⇒ 

生産額 Ｘ1  Ｘ2  

 

 

３．逆行列係数表（計数表３） 

  (1)逆行列係数表とは 

       水面に小石を投げたとき、その小石を中心として波紋が広がるように、経済活動においても、あ 

     るところで発生した新たな需要は次々と他の部門での需要をよび起こす。逆行列係数表とは、この 

     ようにある部門に最終需要が１単位生じた場合に各部門の生産額が何単位誘発されるかを示す係数 

     であり、逆行列係数に最終需要額を乗じると生産誘発額を求めることができる。 

       逆行列係数は、表３を次のように数学的に処理することにより求めることができる。 

 

       まず、表３の      部分を数式であらわすと次のようになる。 

       ａ11Ｘ1 ＋ａ12Ｘ2 ＋Ｆ1 ＝Ｘ1 

       ａ21Ｘ1 ＋ａ22Ｘ2 ＋Ｆ2 ＝Ｘ2 

     さらに、これを数学的概念である「行列」を用いて表すと次のようになる。 

      と置き換える。  

       ＡＸ＋Ｆ＝Ｘ  ……………… ① 

        Ｘ－ＡＸ＝Ｆ 

        （Ｉ－Ａ）Ｘ＝Ｆ 

        Ｘ＝（Ｉ－Ａ）-1Ｆ ……………… ①’ 

         Ｘ：生産額、Ｉ：単位行列、Ａ：投入係数、Ｆ：需要額。 

       ①’の（Ｉ－Ａ）-1が逆行列係数である。 

 

  (2)生産波及効果の計算 

       逆行列係数を用いて最終需要が農業部門で５０億円、工業部門で８０億円増えたときの生産波及 

     効果を計算してみる。 

       逆行列係数は、電子計算機で算出できる（部門数が少ない場合はパソコンの表計算ソフトでも可 

     能）が、一般的には、計算結果が産業連関表に附属して公表されている場合が多い。ここでも、上

     の投入係数から逆行列係数を計算した結果のみを示すと、 

     である。 

       この逆行列係数と増加した最終需要額５０億円、８０億円を①’に代入すると、 
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     よって、最終需要額が農業部門で５０億円、工業部門で８０億円増えれば、農業部門で９９.１

   億円、工業部門で１４６.４億円生産額が増加することになる。 

      （注）これは移輸出・入を考慮に入れず、直接効果と一次波及効果のみの考え方である。移輸出

      ・入、二次波及効果を含めた考え方については、次項及び「第２章 産業連関表の利用例」

      を参照のこと。 

 

 (3)（Ｉ－Ａ）-1型と〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕-1型 

    これまで説明してきた（Ｉ－Ａ）-1型の逆行列係数は、移輸出・入を考えない単純なモデルに基 

     づいているが、現実の経済ではこれを考慮する必要がある。 

       輸入を産業連関表でどう取り扱うかについては、基本的には、 

       ①競争輸入型表:国産品と輸入品を混みにして取り扱った表 

    ②非競争輸入型表:国産品と輸入品を区分して取り扱った表 

    の２種類の方式がある。実際の利用では、投入係数が安定し、将来推計等が容易な競争輸入型表が 

     よく利用され、大阪府表もこの型である。 

 

            表4 競争輸入型の産業連関表 
 

  
 

 

農 業  
 

 

工 業  
 

 

府内最終

需 要 

 

輸 出
 

 

輸 入  

(控 除)

 

生産額
 

 

農 業 
 

ａ11Ｘ1
 

ａ12Ｘ2 
 

Ｆ1 
 

Ｅ1 
 

－Ｍ1 
 

Ｘ1 
 

工 業 
 

ａ21Ｘ1
 

ａ22Ｘ2 
 

Ｆ2 
 

Ｅ2 
 

－Ｍ2 
 

Ｘ2 
 

賃 金 
 

ｗ1 Ｘ1
 

ｗ2 Ｘ2 
 

 

利 潤 
 

Π1 Ｘ1
 

Π2 Ｘ2 

生産額 Ｘ1 Ｘ2 

 

       以下では、競争輸入型表をベースに、最も一般的であり大阪府産業連関表でも使用している 

     〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕－１型の逆行列係数の算出方法を紹介する。 

       式①のＡＸ＋Ｆ＝Ｘを移輸出・入を考慮した式に直すと、 

           ＡＸ＋Ｆ＋Ｅ－Ｍ＝Ｘ ……………… ② 

           ただし、Ｅ：移輸出、Ｍ：移輸入。 

       

    次に、移輸入について２つの前提を置く。 

       ・移輸入は、府内需要（移輸出を含まない）によって発生する。すなわち、移輸出をするために 

         移輸入を行うという、中継貿易のような移輸入は想定しない。 

       ・移輸入率（移輸入／府内需要（移輸出を含まない））は一定である。 

       これを数式であらわすと、 

           Ｍ＝ Ｍ̂（ＡＸ＋Ｆ） ……………… ③  

       ただし、Ｍ̂：移輸入率の対角行列。従って後出の（Ｉ－Ｍ̂）は府内自給率の対角行列。 

           ③を②に代入し整理する。 

           ＡＸ＋Ｆ＋Ｅ－Ｍ̂（ＡＸ＋Ｆ）＝Ｘ ……………… ②’ 

           Ｘ－ＡＸ＋Ｍ̂ＡＸ＝Ｆ－Ｍ̂Ｆ＋Ｅ 
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          〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕Ｘ＝（Ｉ－Ｍ̂）Ｆ＋Ｅ 

           Ｘ＝〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕-1〔（Ｉ－Ｍ̂）Ｆ＋Ｅ〕……………… ④ 

       この〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕-1が逆行列係数である。大阪府産業連関表の逆行列係数は、 

     〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ̂）Ａ〕-1型であるので、府の逆行列係数表を用いた波及効果計算に当たっては、式 

     ④を用いることになる。 

 

  (4)影響力係数と感応度係数 

       逆行列係数表には、影響力係数と感応度係数が掲載されている。 

       影響力係数は、逆行列係数表の各列の列和を列和の平均値で割ったものである。この係数が大き 

     いほど、その産業部門に需要が発生したときに産業全体に与える生産波及の影響が強いことをあら 

     わす。 

       感応度係数は、逆行列係数表の各行の行和を行和の平均値で割ったものである。この係数が大き 

     いほど、全部門に均等に需要が発生したときに、その部門の生産が他の部門に比べて強い影響を受 

     けることをあらわす。 

     （注）「列和」は縦方向の合計。「行和」は横方向の合計。 

 

 

４．その他の表の算出方法 

    ここでは、計数表４～９の諸表の算出方法と利用例を示す。なお、文中の部門番号は３２部門での 

  番号である。 

  (1)最終需要項目別生産誘発額（計数表４－a） 

   〔使う表〕取引基本表（計数表１）、自給率・移輸入率（計数表８）、逆行列係数表（計数表３） 

   〔方 法〕①取引基本表の「３４家計外消費支出」～「３９在庫純増」の数値に自給率表の「自給 

        率」を乗じる。「４２輸出」「４３移出」はそのままの数値とする。 

             ②逆行列係数表に①の数値を行列計算で乗じる。 

   〔利用例〕府内生産額が、どの需要項目によって誘発されているかを分析する。（第４章２の(1)参照） 

 

  (2)最終需要項目別生産誘発係数（計数表４－b） 

  〔使う表〕取引基本表（計数表１）、最終需要項目別生産誘発額（計数表４－a） 

  〔方 法〕最終需要項目別生産誘発額を、それを誘発した当該最終需要項目の総額（取引基本表の第

             ３３行）で割る。 

  〔利用例〕例えば「１００億円の民間消費支出発生によって生じる生産への波及効果はどの程度か」

             のように、最終需要項目別の需要発生額がわかっている場合、その生産波及効果を求める。

             （付属資料第２章参照） 

 

  (3)最終需要項目別生産誘発依存度（計数表４－c） 

  〔使う表〕最終需要項目別生産誘発額（計数表４－a） 

  〔方 法〕最終需要項目別生産誘発額を各行の行和（右端の「合計」欄）で割る。 

  〔利用例〕内生部門の各部門の生産額が、どの需要項目によって誘発されているかの依存割合をみる。

            

  (4)最終需要項目別粗付加価値誘発額（計数表５－a） 

  〔使う表〕投入係数表（計数表２）、最終需要項目別生産誘発額（計数表４－a） 

  〔方 法〕最終需要項目別生産誘発額に投入係数表の「５１粗付加価値部門計」の係数を乗じる。 

  〔利用例〕粗付加価値が、どの需要項目によって誘発されているかを分析する。（第４章２の(2)参照） 

 



 

  (5)最終需要項目別粗付加価値誘発係数（計数表５－b）、同誘発依存度（計数表５－c） 

    計算方法等については、計数表４－b、４－cと同様である。 

 

  (6)最終需要項目別移輸入誘発額（計数表６－a） 

  〔使う表〕取引基本表（計数表１）、投入係数表（計数表２）、最終需要項目別生産誘発額（計数表

             ４－a）、自給率・移輸入率（計数表８） 

  〔方 法〕下記の①と②の額をそれぞれ求め合計する。 

        ①最終需要部門での移輸入誘発額 

       ・内生部門の投入係数（行列ともに「０１農林水産業」～「３２分類不明」）に移輸入  

               率を乗じて移輸入品投入係数を求める。 

       ・移輸入品投入係数に最終需要項目別生産誘発額（「３４家計外消費支出」～「４３移  

               出」）を乗じる。 

        ②最終需要部門で需要される移輸入品の額 

               移輸出を除く最終需要項目別の需要額（「３４家計外消費支出」～「３９在庫純増」）

               に移輸入率を乗じる。 

   〔利用例〕移輸入がどの需要項目によって誘発されているかを分析する。（第４章２の(3)参照） 

 

  (7)最終需要項目別移輸入誘発係数（計数表６－b）、同誘発依存度（計数表６－c） 

    計算方法等については、計数表４－b、４－cと同様である。 

 

  (8)最終需要項目別労働力誘発量（計数表７－a） 

  〔使う表〕最終需要項目別生産誘発額（計数表４－a）、労働力係数（計数表９） 

  〔方 法〕最終需要項目別生産誘発額に労働力係数を乗じる。 

  〔利用例〕労働力がどの需要項目によって誘発されているかを分析する。（第４章２の(4)参照） 

 

  (9)最終需要項目別労働力誘発係数（計数表７－b）、同誘発依存度（計数表７－c） 

    計算方法等については、計数表４－b、４－cと同様である。 

 

 (10)自給率・移輸入率（計数表８） 

  〔使う表〕取引基本表（計数表１） 

  〔方 法〕①移輸入率は、「４９輸入計」と「５０移入」を合計したものを、「４１府内需要合計」

               で割る。 

       ②自給率は、１－移輸入率。 

  〔利用例〕移輸入率や自給率そのものをみる他、経済波及効果の分析等において、府内での需要発生

            分を算出するために使用する。（付属資料第２章参照） 

 

 (11)労働力係数（計数表９） 

  〔使う表〕取引基本表（計数表１）、平成８年・11年事業所・企業統計調査、平成６～７・９～10年

大阪農林水産統計年報、平成10年工業統計調査 

  〔方 法〕事業所・企業統計調査等により推計した従業者数を取引基本表の「５２府内生産額」で割

            る。 

  〔利用例〕府内での生産によって、どの程度の労働力（雇用者）が発生するかをみる。（付属資料第２ 

        章参照） 




